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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第140期

第３四半期
連結累計期間

第141期
第３四半期
連結累計期間

第140期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 17,116,657 18,557,997 23,687,294

経常利益 (千円) 1,598,875 1,444,977 2,160,543

四半期（当期）純利益 (千円) 1,331,373 1,240,198 1,764,208

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,559,585 1,324,323 2,071,941

純資産額 (千円) 11,200,118 12,378,941 11,363,496

総資産額 (千円) 19,669,051 22,801,269 21,494,969

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 64.59 60.16 85.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ― ―

自己資本比率 (％) 56.2 53.6 52.2
 

　

回次
第140期

第３四半期
連結会計期間

第141期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 25.98 23.12
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。　　

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成26年４月～平成26年12月）における国内経済は、消費税率引上げによる消費落

込みからの回復が遅れ、景気の停滞が続きました。また、海外では、米国経済は堅調に推移しましたが、不安定な

金融情勢や原油価格の低下等で不透明な状況となりました。

　当社グループに関連する市場におきましては、国内では、補助金等を活用した設備投資が一部ありましたが、景

気停滞の影響を受けて、需要は低調に推移しました。一方、海外では、ＩＴ・電子機器や自動車関連等において堅

調な需要がありました。

　このような状況下で、当社製品につきましては、国内では需要が低調に推移したため、受注は昨年の同四半期累

計額から減少しました。しかし、海外では、アジア市場におけるＩＴ機器向けの受注が好調であり、自動車関連に

つきましても堅調に推移しました。また、円安効果もあり、欧米等の生活用品関連向けの受注が増加しました。

射出成形機につきましては、中国やその他のアジア地域におけるＩＴ機器向けの中小型電動機の需要が増加しま

した。また、円安効果もあり、アジアや欧米等における自動車や生活用品関連向けの受注が堅調に推移しました。

ダイカストマシンにつきましては、国内における需要は低調でしたが、中国を中心に海外の自動車関連向けが堅

調に推移しました。また、ＩＴ機器向けの受注がアジアにおいて増加しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における受注高は、前年同四半期比2.3％増の197億５百万円となりまし

た。また、売上高は、前年同四半期比8.4％増の185億５千７百万円となりました。

　従って、当第３四半期連結累計期間における損益につきましては、売上高の増加やコストの低減等に取組みまし

た結果、営業利益は14億８百万円（前年同四半期営業利益13億５百万円）、経常利益は14億４千４百万円（前年同

四半期経常利益15億９千８百万円）、四半期純利益は12億４千万円（前年同四半期純利益13億３千１百万円）とな

りました。　　

 

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、179億５千５百万円（前連結会計年度末は169億９千８

百万円）となり、９億５千７百万円増加いたしました。主な要因は、たな卸資産の増加（37億５千１百万円から49

億２千５百万円へ11億７千４百万円増）、売上債権の増加（70億１千３百万円から75億４千１百万円へ５億２千８

百万円増）及び現金及び預金の減少（58億４千３百万円から48億９千６百万円へ９億４千６百万円減）でありま

す。

 

（固定資産）

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、48億４千５百万円（前連結会計年度末は44億９千６百

万円）となり、３億４千９百万円増加いたしました。主な要因は、有形固定資産の増加（37億４千３百万円から40

億６千５百万円へ３億２千１百万円増）及び無形固定資産の増加（３億４千万円から３億７千５百万円へ３千５百

万円増）であります。

 

EDINET提出書類

東洋機械金属株式会社(E01528)

四半期報告書

 3/16



 

（流動負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、69億８千４百万円（前連結会計年度末は65億９千３百

万円)となり、３億９千万円増加いたしました。主な要因は、支払手形及び買掛金の増加（42億６千万円から46億

６千７百万円へ４億６百万円増）、その他流動負債の増加（11億４千４百万円から14億８百万円へ２億６千４百万

円増）、未払費用の減少（５億８千７百万円から４億２千７百万円へ１億６千万円減）及び未払法人税等の減少

（１億８千１百万円から２千３百万円へ１億５千８百万円減）であります。

 

（固定負債）

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、34億３千７百万円（前連結会計年度末は35億３千７百

万円）となり、９千９百万円減少いたしました。主な要因は、長期借入金から１年内返済予定の長期借入金への振

替による減少（10億５千万円から８億２千５百万円へ２億２千５百万円減）及び退職給付に係る負債の増加（21億

４千８百万円から22億８千４百万円へ１億３千６百万円増）であります。

 

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、123億７千８百万円（前連結会計年度末は113億６千３百

万円）となり、10億１千５百万円増加いたしました。主な要因は、四半期純利益の計上等による利益剰余金の増加

（68億２千４百万円から77億５千５百万円へ９億３千１百万円増）であります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３億９千９百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 20,703,000 20,703,000
 東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 20,703,000 20,703,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年12月31日 ― 20,703,000 ― 2,506,512 ― 2,028,806
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―  ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―  ―

議決権制限株式(その他) ―  ―  ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　 　89,100

―
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　20,591,100 205,911  同上

単元未満株式 普通株式　　　22,800 ―  同上

発行済株式総数 20,703,000 ―  ―

総株主の議決権 ― 205,911  ―
 

(注)１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,200株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数52個が含まれておりま

す。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式51株が含まれております。

３．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。

 

② 【自己株式等】

　　平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋機械金属株式会社

兵庫県明石市二見町福里字
西之山523番の１

89,100 ― 89,100 0.43

計 ― 89,100 ― 89,100 0.43
 

(注)　当第３四半期会計期間末日現在の所有株式数は89,283株であります。

 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,843,189 4,896,525

  受取手形及び売掛金 7,012,388 ※2  7,088,342

  電子記録債権 1,062 453,530

  商品及び製品 2,030,308 2,752,440

  仕掛品 1,298,613 1,803,338

  原材料及び貯蔵品 422,319 370,018

  繰延税金資産 28,898 12,271

  その他 370,889 588,554

  貸倒引当金 △9,261 △9,585

  流動資産合計 16,998,409 17,955,437

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,977,626 2,338,469

   機械装置及び運搬具（純額） 654,310 691,388

   工具、器具及び備品（純額） 99,581 154,068

   土地 814,347 814,347

   リース資産（純額） 20,493 16,827

   建設仮勘定 177,418 50,457

   有形固定資産合計 3,743,777 4,065,558

  無形固定資産 340,654 375,949

  投資その他の資産   

   投資有価証券 220,131 223,686

   繰延税金資産 87,415 87,522

   退職給付に係る資産 61,958 44,695

   その他 43,470 48,869

   貸倒引当金 △847 △450

   投資その他の資産合計 412,128 404,324

  固定資産合計 4,496,559 4,845,832

 資産合計 21,494,969 22,801,269
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,260,697 ※2  4,667,633

  1年内返済予定の長期借入金 300,000 300,000

  未払費用 587,058 427,000

  未払法人税等 181,797 23,543

  未払消費税等 17,339 37,894

  繰延税金負債 2,926 3,016

  製品保証引当金 80,107 94,660

  役員賞与引当金 19,540 22,055

  その他 1,144,347 1,408,773

  流動負債合計 6,593,813 6,984,576

 固定負債   

  長期借入金 1,050,000 825,000

  繰延税金負債 314,550 307,503

  退職給付に係る負債 2,148,311 2,284,323

  その他 24,797 20,923

  固定負債合計 3,537,659 3,437,750

 負債合計 10,131,473 10,422,327

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,506,512 2,506,512

  資本剰余金 2,028,834 2,028,834

  利益剰余金 6,824,117 7,755,507

  自己株式 △48,436 △48,507

  株主資本合計 11,311,028 12,242,347

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 53,394 55,656

  為替換算調整勘定 206,543 250,336

  退職給付に係る調整累計額 △348,947 △326,564

  その他の包括利益累計額合計 △89,009 △20,571

 少数株主持分 141,477 157,165

 純資産合計 11,363,496 12,378,941

負債純資産合計 21,494,969 22,801,269
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 17,116,657 18,557,997

売上原価 12,502,752 13,621,247

売上総利益 4,613,904 4,936,749

販売費及び一般管理費 3,308,146 3,528,224

営業利益 1,305,758 1,408,525

営業外収益   

 受取利息及び配当金 4,858 6,384

 固定資産賃貸料 57,227 53,363

 為替差益 266,209 13,736

 その他 23,148 15,209

 営業外収益合計 351,443 88,693

営業外費用   

 支払利息 7,786 6,357

 手形売却損 1,947 4,602

 固定資産除却損 2,492 28,921

 固定資産賃貸費用 6,180 6,120

 支払手数料 34,432 1,857

 その他 5,487 4,382

 営業外費用合計 58,326 52,242

経常利益 1,598,875 1,444,977

税金等調整前四半期純利益 1,598,875 1,444,977

法人税、住民税及び事業税 248,666 180,806

法人税等調整額 8,485 16,242

法人税等合計 257,151 197,049

少数株主損益調整前四半期純利益 1,341,724 1,247,927

少数株主利益 10,350 7,729

四半期純利益 1,331,373 1,240,198
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,341,724 1,247,927

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 47,759 2,261

 為替換算調整勘定 170,101 51,751

 退職給付に係る調整額 - 22,382

 その他の包括利益合計 217,860 76,395

四半期包括利益 1,559,585 1,324,323

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,537,362 1,308,635

 少数株主に係る四半期包括利益 22,222 15,687
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げら

れた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引

率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする

方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方

法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が97,518千円増加及び退職給付に係る資

産が33,235千円減少するとともに、利益剰余金が123,283千円減少しております。なお、当第３四半期連結累計

期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

受取手形割引高 69,092千円 ― 千円

受取手形裏書譲渡高 44,962千円 153,143千円
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

受取手形 ― 千円 65,248千円

支払手形 ― 千円 41,832千円
 

 

３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため㈱三井住友銀行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。当四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

貸出コミットメントの総額 500,000千円 500,000千円

借入実行高 ―　千円 ―　千円

差引額 500,000千円 500,000千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 319,662千円 323,714千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月25日
取締役会

普通株式 61,842 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

平成25年10月24日
取締役会

普通株式 61,842 3.00 平成25年９月30日 平成25年12月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月24日
取締役会

普通株式 103,069 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

平成26年10月24日
取締役会

普通株式 82,455 4.00 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

当社グループは、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

当社グループは、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

   １株当たり四半期純利益金額 64円59銭 60円16銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 1,331,373 1,240,198

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,331,373 1,240,198

    普通株式の期中平均株式数(株) 20,614,115 20,613,821
 

（注）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第141期（平成26年４月１日から平成27年３月31日）中間配当について、平成26年10月24日開催の取締役会におい

て、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                                 82,455千円

② １株当たりの金額                               ４円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成26年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月12日

東洋機械金属株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小   川　　佳　　男   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   仲   下   寛   司   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋機械金属株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から

平成26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋機械金属株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注)　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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